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草加八潮消防組合 



 

第２号議案 

 

   令和２年度草加八潮消防組合一般会計予算 

 

 令和２年度草加八潮消防組合一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，０２９，０３２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことが

できる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方 

 債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２０

０，０００千円と定める。 

 

   令和２年３月２７日提出 

 

                    草加八潮消防組合管理者  浅 井 昌 志   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第　１　表 歳 入 歳 出 予 算

歳　入 （単位：千円）
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款 項 金　　額

1 分担金及び負担金 3,682,301

1 負担金 3,682,301

2 使用料及び手数料 3,706

1 使用料 679

2 手数料 3,027

3 国庫支出金 702

1 国庫補助金 702

4 財産収入 4,954

1 財産運用収入 4,954

5 寄附金 1

1 寄附金 1

6 繰越金 2

1 繰越金 2

7 諸収入 3,766

1 預金利子 1

2 受託事業収入 2,344

3 雑入 1,421

8 組合債 333,600

1 組合債 333,600

歳　　　入　　　合　　　計 4,029,032
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歳　出 （単位：千円）
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款 項 金　　額

1 議会費 2,190

1 議会費 2,190

2 総務費 38,612

1 総務管理費 38,342

2 監査委員費 270

3 消防費 3,889,022

1 常備消防費 3,753,902

2 非常備消防費 135,120

4 公債費 94,208

1 公債費 94,208

5 予備費 5,000

1 予備費 5,000

歳　　　出　　　合　　　計 4,029,032
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第　２　表

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

証書借入 ５％以内 政府資金については、その

又は   ただし、利率見直し方式で 融資条件により、銀行その

証券発行   借り入れる資金について、 他の場合には、その債権者

  利率の見直しを行った後に と協定するものによる。た

草加市消防団車両   おいては、当該見直し後の だし、組合財政の都合によ

整備事業   利率 り据置期間及び償還期間を

短縮し、若しくは繰上償還

又は低利に借換えすること

八潮市消防団車両  ができる。

整備事業

八潮市消防水利

整備事業

消防指令システム

整備事業
126,500

消防車両整備事業

地　方　債

168,500

11,000

7,600

20,000

- ４ -- 4 -
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１　総　括
歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

(歳　入) （単位：千円）
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款 本年度予算額 前年度予算額 比較

1 分担金及び負担金 3,682,301 3,602,492 79,809

2 使用料及び手数料 3,706 3,717 △11

3 国庫支出金 702 0 702

4 財産収入 4,954 4,622 332

5 寄附金 1 1 0

6 繰越金 2 2 0

7 諸収入 3,766 3,191 575

8 組合債 333,600 132,300 201,300

歳　入　合　計 4,029,032 3,746,325 282,707
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1　特別職

（単位 ： 千円）

期末手当

報酬 給料 年間支給率 計

（人） （月分）

2 95 95 95

12 519 519 519

その他の 493 28,291 9,804 38,095 38,095

特別職

507 28,905 9,804 38,709 38,709

2 95 95 95

12 519 519 519

その他の 493 28,317 9,804 38,121 38,121

特別職

507 28,931 9,804 38,735 38,735

0 0 0 0

0 0 0 0

その他の 0 -26 0 -26 -26

特別職

0 -26 0 -26 -26

比較

長等

議員

計

備考合計共済費職員数 その他
の手当

区分

長等

議員

本年度

計

その他の手当は、
非常勤消防団員に
対する手当です。

その他の手当は、
非常勤消防団員に
対する手当です。

給　与　費　明　細　書

前年度

長等

議員

計

給与費
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2　一般職

(1)　総括　（会計年度任用職員以外の職員）

（単位 ： 千円）

報酬 給料 職員手当 計

（人）

( 5 )

334 1,229,384 996,396 2,225,780 452,664 2,678,444

( 0 )

337 1,229,625 1,019,222 2,248,847 471,658 2,720,505

( 5 )

-3 △241 △22,826 △23,067 △18,994 △42,061

（　）内は、再任用短時間職員で外書き

（単位 ： 千円）

53,922 76,999 38,578 30,956 15,675 93,496

53,706 77,000 39,838 30,518 16,840 99,767

職員手当 216 △1 △1,260 438 △1,165 △6,271

の内訳

管理職員

特別勤務手当

11,249 105,043 40,445 305,383 222,651 1,999

12,355 118,032 41,585 308,262 219,266 2,053

△1,106 △12,989 △1,140 △2,879 3,385 △54

本年度

前年度

比較

区分 夜間勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

本年度

前年度

比較

区分 特殊勤務手当 時間外勤務手当通勤手当住居手当地域手当扶養手当

前年度

比較

合計

本年度

給与費

区分 職員数 共済費

- 47 -
- 47 -



(2)　給料及び職員手当の増減額の明細　（会計年度任用職員以外の職員）

（単位 ： 千円）

区分 増減額

 給与改定に伴う  給与の改定率 0.08%

 増減分

 昇給に伴う

 増減分  平均昇給率 2.01%

 その他の  職員の変動に

 増減分  係る増減分

 その他の調整に

 係る増減分

 制度改正に伴う  改定の内容

 増減分  支給率の引上げ

 勤勉手当　　（年間）

  （再任用以外）

  1.85月分　→　1.90月分

住居手当

4,000円～27,000円

　　　　　　→4,000円～28,000円

 その他の  職員の変動に

 増減分  係る増減分

 その他の調整に

 係る増減分

（改定実施時期　令和2年4月1日）

住居手当の改定 804

△29,918

△949

△28,969

増減事由別内訳 説明 備考

3,057

21,314

（改定実施時期　平成31年4月1日）

（改定実施時期　令和元年12月1日）

6,288勤勉手当の改定

給料 -241

職員手当 -22,826 7,092

△24,612 △54,159

29,547

- 48 -
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(3)　給料及び職員手当の状況　（会計年度任用職員以外の職員）

ア　職員一人当たりの給与

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平均年齢 (歳)

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平均年齢 (歳)

イ　初任給 (単位 ： 円)

一般行政職 公安職

高校卒 150,600 173,400

大学卒 182,200 211,400

422,550

37

区分 消防職
国の制度

消防職

307,246

415,889

38

305,912

169,900

199,000

区分

令和2年1月1日現在

平成31年1月1日現在
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ウ　級別職員数

級
職員数

(人)
構成比

(％)

( - ) ( - )

1級 48 14.4

( - ) ( - )

2級 65 19.4

( - ) ( - )

3級 102 30.5

( - ) ( - )

4級 57 17.1

( - ) ( - )

5級 37 11.1

( - ) ( - )

6級 18 5.4

( - ) ( - )

7級 6 1.8

( - ) ( - )

8級 1 0.3

( - ) ( - )

計 334 100.0

( - ) ( - )

1級 45 13.7

( - ) ( - )

2級 68 20.7

( - ) ( - )

3級 101 30.7

( - ) ( - )

4級 58 17.6

( - ) ( - )

5級 33 10.0

( - ) ( - )

6級 17 5.2

( - ) ( - )

7級 5 1.5

( - ) ( - )

8級 2 0.6

( - ) ( - )

計 329 100.0

（　）内は、再任用短時間職員で外書き

（級別の基準となる職務）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

消防職 主事 主事 主任
係長
主査

副課長
副分署長
主幹等

課長
分署長

副参事等

次長
消防署長

消防長
理事

令和2年1月1日現在

消防職
区分

平成31年1月1日現在
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エ　昇給

(A) (人) 334

(B) (人) 327

(人) 22

(人) 305

(人)

(人)

(％) 97.9

(A) (人) 337

(B) (人) 335

(人) 36

(人) 299

(人)

(人)

(％) 99.4

オ　期末手当・勤勉手当

支給率計

6月(月分) (月分)

2.250 4.500

(1.175) (2.350)

2.225 4.450

(1.175) (2.350)

2.250 4.500

(1.175) (2.350)

（  ）内は、再任用職員で外書き

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分
20年勤続の者

(月分)
35年勤続の者

(月分)
その他の

加算措置等
備考

支給率等 24.586875 47.709000
定年前早期

退職特例措置
(2%～45%加算)

国の制度
(支給率等)

24.586875 47.709000
定年前早期

退職特例措置
(2%～45%加算)

25年勤続の者
(月分)

33.270750

33.270750

最高限度
(月分)

47.709000

47.709000

299

99.4

職制上の段階、職務の

36

代表的な職種

消防職

334

327

22

305

97.9

337

335

12月(月分)

2.250

(1.175)

2.225

(1.175)

2.250

(1.175)

備考

有

有

有

級等による加算措置

本年度

前年度

支給期別支給率

昇給に係る職員数

比率(B)/(A)

2号給

4号給

6号給

8号給

合計

国の制度

区分

前年度

職員数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

区分

本年度

職員数

号給数別内訳

比率(B)/(A)

2号給

4号給

6号給

8号給

- 51 -
- 51 -



キ　地域手当

(％)

(人)

(％)

ク　特殊勤務手当

(％)

(％)

ケ　その他の手当

区分

扶養手当

住居手当

⑴

⑵

通勤手当

同じ

一部異なる

1.1%給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

国の制度との異同

76.9%
(令和2年1月1日現在)

同じ

夜間災害出動手当
緊急消防援助隊出動手当

夜間特殊業務手当

代表的な
特殊勤務手当の名称

支給対象地域 草加市、八潮市

6

334

6

月額27,000円以下の家賃を支払っている職員は家賃の月額から16,000円を控除した
額が4,000円に満たない場合月額4,000円（国は家賃月額16,000以下支給なし）
持ち家者は月額4,000円。ただし、同一の住居に2人以上の職員（夫婦、親子、兄弟姉
妹等）が共同して居住している場合において、主たる生計者のみ月額4,000円（国は持
ち家に対して支給なし）

差異の内容

支給率等

支給対象職員数

国の指定基準
に基づく支給率

区分
職種

消防職
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（単位：千円）

前々年度末 前年度末 当該年度末

現 在 高 当該年度中 当該年度中 現　在　高

見 込 額 起債見込額 元金償還見込額 見　込　額

１ 普通債 349,986 388,374 333,600 93,415 628,559

 （１）消防債 349,986 388,374 333,600 93,415 628,559

２ その他 0 0 0 0 0

合　計 349,986 388,374 333,600 93,415 628,559

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　分

当該年度中増減見込み

現　在　高
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